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中国民営高等教育の拡大メカニ ズム と地域別成長パ ター ン

鮑 威

1 ．　 本稿の 課題 と構成

　本稿 の 目的 は，高等教育の 大衆化を背景 に し ， 中国で 急速 に生成 ・拡大 し つ つ あ

る民営高等教育 の拡大 メ カ ニ ズ ム 及 び地域別成長パ タ ー ン を ， 地域別デ ータ の ク ロ

ス セ ク シ ョ ン 分析 と事例分析を通 して考察す る こ とに ある 。

　21世紀へ の 移行 を機 に ， 私立 高等教育は高等教育段 階に お ける最 もダイナ ミ ッ ク

な展開 をみ せ
，

か つ 急速 な拡大 を遂 げた セ ク ター とな っ て い る 。 数々 の 先行研究

（Cummings　1997
，
　Altbach　l999，馬越 1999な ど）が 指摘 した よ うに

，
こ うした 動

きは世界的潮流 の
一

つ とな り， 先進国ばか りで な く途上 国 ， さ らに か つ て 私立 セ ク

ター
に対 して否 定的姿勢 を と っ て い た 社会 主義国 家 を も巻 き込 ん で い る 。 その 中で ，

従来私学が ほ ぼ皆無状態で あ っ た 中国 で は， 1990年代以降の 高等教育の 急速 な拡大

を背景 に ， 私立セ クタ ー
， い わ ゆ る民営高等教育 は著 しい 成長 を遂 げつ つ あ る 。 民

営セ ク ター
の 拡大 は ， 公立 セ ク タ

ー
の 収容力 の拡大 に加 えて ， 今口中国 に お け る高

等教育機会の 供給総量 を増加 さ せ る もう
一
つ の 重要な ル ー ト とな っ て い る 。

　民営高等教育の 発展 に つ れ ， そ れ をめ ぐる研究の 数が膨大 な もの とな る と共 に そ

の 内容 も豊富 な もの とな っ て きて い る 。 その なか で ， 民営高等教育 の拡大メ カ ニ ズ

ム は中心的な研究課題の
一

つ と して
， 議論 の俎 上 に乗 り始め て い る 。 とこ ろが

，
そ

の 問題 を実証的 な視点か ら捉 え ， 十分 な議論 が積 み重 ね られ て い る わ けで はな い 。

　さ らに ，
こ こ で 指摘して お きた い の は ， 13億人 近 い 人 口 を擁 し ， 地域間の 格差が

社会 ・経済の 側面 に 限 らず， 教育の 発展水 準 に も顕 著 に 現わ れ て い る 中国の よ うな大
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国で は ， 民 営高等教育の 成長 は決 して あ らゆ る地域 で 均
…

的 に進 んで い る とい うわ

けで は な く， そ こ に は各地域の 独自な社会・経済 の特質 ， また は既存 の 教育発展基盤

の相違 に よ っ て ， さ まざ まな バ リエ
ー

シ ョ ンが存在 して い る と考 え られ る こ とで あ

る 。 こ うした他 国 に み られ な い 現状の 複雑性 に対 し て ，

一
部の 研究者は「複数の 『地

域』 の 集合 と して 」， 中国問題 を捉え る視点 の 重要性 を強調 して い る （加藤 2003）。

そ れ ゆ え ， 民 営高等教育の 生 成メ カ ニ ズム を表層面か らで はな く深 層面か ら把握す

るた め に ， 地域 の 「個性」 を考察 の射程 に入れ ， それ ぞれ の地域で 現わ れ る民営高

等教育の 成長パ ター ン を抽出す る こ とが 重要な課題 として 浮か び上 が る 。

　以 上の よ うな問題状況 を踏 まえて ， 本稿 は 次の 3 点 を解明課題 とす る 。 第 1 に ，

高等教育の 大衆化 を背景 に し ， 民営高等教育の 拡大 は どの よ うな形 で 進んで きた の

か
。 第 2 に

， 民営高等教育 の拡大 を条件 づ けた重要 な規定要因 は何で あろ うか 。 第

3 に
， 個 別地域 の レ ベ ル で 検討す る と ， 地域別 に は どの よ うな成長 パ ター ン が み ら

れ るの か 。

　以 上 の 課題に 取 り組 む本稿の 構成は次 の 通 りで あ る。 まず民営高等教育の 拡大の

影響要因を扱 っ た先行研究 の知見 と分析上 の 問題 点 を踏 ま えて ， 本稿の 分析枠組を

設定す る （第 2 節）。 そ こか ら， まず これ まで の 中国民営高等教育 の 生成 ・拡大過程

（第 3節）及 び各段階の 特徴 を概観す る 。 その 上 で ， 民営高等教育 の 拡大 に 影響 を及

ぼす 要因 ， さ らに地域別 に み られ る成長パ ター ン （第 4 節） に つ い て
， それ ぞれ実

証的データ をも と に 検討 を行う。 最後に今後 の 中国民営高等教育 の成長 に対 して ，

分析 か ら得 られ た知見 に基 づ くイ ン プ リケ
ー

シ ョ ン を述 べ る （第 5節）。

2
．　 先行研 究の 検 討 と分 析枠組 の 設定

　民営高等教育の 生成 ・ 拡大 を捉え る視点 を明確 に す るた めに ， 以 下で は先行研究

に つ い て の 検討 を行 い
， 本稿が 採用 す る分析枠組 と研究方法 を提示 す る 。

2．1． 先行 研 究の 検 討 と分析枠 組の 設定

　こ れ まで ， 高等教育の 量 的拡大 が い か な る外部要因に規定され て い るの か とい う

問い に つ い て ， さ まざ まな視点か らの 説明 と解答 が 用意 され て きた。 こ こ で は一
般

的な理論 的考察 は省略す る が ， これ ま で の 先行研究 の 知見 を要約す れ ば次の 三 つ の

要因 に ま とめ られ る 。 第 1 は政府 の 高等教育拡大 に 対す る 姿勢 とい う政策的要因で

あ る 。 第 2 は労働市場 に お ける人材需要 ， 個人 の 家計負担能力 とい う社会的・経済的

プル 要因 で あ る 。 さ ら に第 3 は個人 の 進学霈要の プ ッ シ ュ とい う要因で ある 。 で は
，
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具体的に私立高等教 育の 拡大 に つ い て 何が指摘されて い るの か 。 James（1986）は 私

立 セ クタ ー
の 拡大の 促進要因 と して超過需要 （excess 　demand）と分化需 要 （differ−

entiated 　demand ） を取 り上 げ ， 日本の 私立セ ク ターは前者 に よ っ て 促進 され て い

る と指摘 した 。 また ラ テ ン ・ア メ リカの 私立高等教育 に 関す る Levy （1986） と
， 他

の 諸国 に関す る Geiger （1984）の い ずれの 説明 もこ の 動機 を指摘 して い る。 よ り
…

般的 に は ， 超過需要型 の私立 セ ク タ
ー は主 に途上 国で

，

一
方分化需要型 は 主 に先 進

国で み られ る。

　これ らの先行研究 か ら提示 さ れた 高等教育拡大モ デル をその ま ま中国に 適用す る

こ とが で きるの だ ろ うか 。 近年 ， 民営高等教育が生成 ・拡大す るに つ れ ， その 拡大

要因 に焦 点 をあ て た研究 は確実 に増加 して い る 。 そ こ で は， 民営高等教育の 量的拡

大が ， 政府側 の 私立 セ クタ ーの 容認 と い う政策的転換 ， 経済改革後の 産業構造 の 変

容に 伴 う人材の 需要の 拡大 ， そ し て と公立 セ ク ター
の供給力 を超 える進学需要 の 発

生 と密接不可分 の 関係 に あ る こ と は ， 既 に 数々 の 先行研究 （夏2002
，

王 ・徐 1996，

葉2000， 秦2001な ど）に よ っ て指摘 され て き た 。
これ らの 研究は， 政策 ， 社会 ・経

済の 発展 ， そ して超過需要の発生 と い う 3 つ の 側面か ら民営高等教育 の生成 ・拡大 を

捉 え る重 要性 を示 唆 し， 既存 の 高等教育拡大モ デル と同様 な知見 が確認 され て い る 。

　そ れ で もなお ， 既存の 高等教育拡大 モ デル を中国民営高等教育 に 当て は め る こ と

はで き な い と考 え る 。 なぜ な ら ， そ こ に は
一

つ 看過 されて い る こ とが ある と思わ れ

るか ら で あ る 。 それ は ， 民 営高等教育機関の 設置者の 多 くが定年退職 した 公 立大学

の 関係者で あ り， 創設の 当時 に は周辺 の公 立大学 の 施 設 ・ 設備を借用 し ， また教員

も公立大学か ら来 る非常勤講師に 依存 す る と い う ， 今 日にお け る中国民 営高等教育

の 独 自の 発展特質 （大 塚 1998， 曹2003）で あ る 。 つ ま り， 利用可能 な公 立高等教育

の 教育資源が民営高等教育 の 拡大 を左 右す る もう
一

つ 重要な外部条件で ある
。

　以上 の 検討か ら ， 次の ような分析枠組が 想定 で き る 。
つ ま り， 民営高等教育の 拡

大 を産 み出す要因は ， （1）政策，   社会 ・経済の 発展水準 ， （3）利用可能な公立高等教

育資源 ， （4）公立セ ク タ
ー

に 対する超過需要， とい う四 つ の視 点か ら捉え る こ とが で

き る と い うこ とで ある 。

　そ の 関係 を図 1 に示 した 。 先行研究 は各 々 の諸規定要因を対象 と して ， 議論が な

されて きた が ， そ れ に関す る総合的， 実証的考察が殆 どみ られ ない
。

こ れ に対 して
，

本稿の 特徴は客観的 に把握 し える数 量 的デー タ を用い て ， これ らの 諸規 定要因 を総

合的 に 把握す る こ と に ある 。

　た だ し， 留意 さ れ る べ き こ とは ， 上 記の ア ブ V 一チ は あ くま で も地域の 複雑性 を
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図 1　 民営高等教育 と四要 因の 相 互 関係
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一

棚上 げに して ， 各地域 をお お むね 同質的な もの とみ な し ， 中国全体 を
一

つ の モ デル

として そ の メ カ ニ ズ ム を説明 す る もの で あ る とい うこ とだ 。 そ の 結果 と して
，

お の

お の 異な る社会 ・経済 ， さ らに政策環境 に おか れて い る地域 の 民営高等教育の 生成 ・

拡大 に は そ れ ぞ れ どの よ うな独 自性が み られ るの か に つ い て は ， ブ ラ ッ クボ ッ クス

の まま で残 され た部分が多 い 。 しか し，
こ れ まで の 地域 発展の 多様性 と中央政府の

限定的役割 が もた らす
一・

つ の 論理 的帰結 として ， 中国民営高等教育の 成長 は決 して

一
つ の 特定 パ ター ン に 限定 され ず ， そ こ に は複数の 成長パ ター ン が 存在 して い る と

考 え られ る 。 それ を看過す る こ とは ， 民営高等教育成長 の 実像の 解明まで に至 らな

い 恐 れが あ る と言 っ て も過 言で な い だ ろ う。

　民 営高等教育 の 地域別発展水準 をめ ぐる研究が これ まで なか っ た とい う こ とで は

ない （国家教育発 展研究セ ク ター2001
， 劉2002

， 夏 2002な ど）。 ただ し， そ こ に は 二

つ の 問題が残 され て い る 。

一
つ は ， これ らの研究で 地域別民 営高等教育の発展水準

を測 る指標 として使 われ て い る の が ， 民営高等教育の 機関数 とい う点で あ る 。 しか

し
， 各地 の 民 営高等教育機関の規模 の 格差が 極め て 大 きい と い う現実

（1）
を踏 ま える

と
， その 指標が果 して正 確 な情報 を伝 えて い るのか と い う疑 問が あ る 。 そ して もう

一
つ は ， デ ー

タ の 未整備
 

の ゆ えに
， 地域差 を もた らす 背景 及び規定要因が 何か と

い っ た統計 デー タを も とに した 実証分析が欠落 して い る こ とで ある 。 当然なが ら，

こ う した 先行研究 の 空 白を補 うこ とか ら ， 民 営高等教育 の 地域 分 布 を検討す る重要

性 が浮上 す る が ， こ こで さ ら に強調 した い の は ， 本稿の 問題 関心 が単な る地域分布

に留 まらず， む しろ それ を分析の 手がか りと して ， その 背後に ある民営高等教育 の

拡大 メ カ ニ ズ ム 及び地域別成長パ タ ーン を考察す る こ とで あ る 。

　 この よ うに ， 地域 間の 極度の 多様性 と深刻な格差 を特徴 とする 中国の 現状 を考慮
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しっ つ
， 分析を さ らに個別地域 の レ ベ ル まで掘 り下 げ， そ こ に 存在す る地域別成長

パ タ ー ン を抽出 し ， 「地域 の 集合」と して の 中国民営高等教育の 生 成・
拡大の ダイナ

ミ ッ ク ス に 迫 る試み は ， 本稿の もう
一

つ の 課題で ある 。

2．2． 方法 とデ ー タの 説 明

　本稿 は ， 特定の 視点か らで は な く， 幾 つ か の ア ブ m 一チ を複合 して民営高等教 育

の 成長の 実態に迫る と い うア ブ n 一チ を と る 。 具体的 に は， 前半 の 分析 は マ ク ロ ・

レ ベ ル か ら， 主に 構造的特徴を重視す る計量的分 析手法 を使 用す る 。 後半の 分析 で

はメ ゾ ・レ ベ ル か ら，主 に 複雑性や個別性 に対 し て 敏感 で あ る質 的分 析手法 を用 い

る。

　分析に 用 い る量 的デー タは ， 『中国統計年鑑』， 『中国教育統計年鑑』， 『中国民 営高

等教育緑皮書』 な ど の政府公 式統計資料 を利用 した。 また ， 現段階で 入手で きる民

営高等教育の 地域別 データが2001年の 単年度分に 限 られ るた め ， そ の 他の 各 データ

も時間的 に それ に 続
一
した 。

一
方 ， 事例分析 に関す る質的デ ー

タの 拠 り所 は ， 筆者

が行 っ た イ ン タ ビ ュ
ー調査 及 び収集 した関連資料

（3）
で ある 。

　なお ， 以下の 分析で検討 され る民営高等教育機関 とは ， 学位授与権 をもつ 民 営高

等教育機関に 限定 す る
（4）

。

3 ．　高等教 育大衆化 の なか の 民 営高等教育の 拡大 過程

　民営高等教育 の 生成 ・ 拡大 は 高等教育全体 の 拡大 と深 く関わ っ て お り， それ に 突

き動か さ れた形で進 め られ て きた 。 分析 に先だ っ て ， まず マ ク ロ の 視点か ら
，
1977

年以降の 高等教育変動 に お ける民営高等教育の 生成 ・拡大 の過程 を概観す る。図 2
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図 2　 高等教育機関の 進学者 数 ・ 年間成長率の 推移 （1997− 2001年 ）
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は 高等教育機関の 進学者数及 び年間成長率をみ た もの で あ る 。 そ こか ら，
1977年以

降の 中国高等教育は四 回の 拡大 （1978， 1985
，
1993， 1999年） を経験 した こ とがわ

か る 。 以 下 で は これ によ っ て ， 高等教育 の量的拡大 の変動 を四 つ の 時期に 分割 し ，

そ れ ぞれ考察 を行 う 。

　● 第 1 次拡大期 （1977− 78年）：民営高等教育 の萌芽期

　第 1次拡大 の 要因は二 つ あ る 。

一
つ は 「文化大革命」 に終止符を打っ た政府が ，

近代国家建設 の た め に 急速的な人材 養成に迫 られ て い た か らで あ る 。 もう
一

つ は ，

当時下放青年
 

の都市へ の 帰還が もた らした都市部労働市場 の需給 ア ン バ ラ ン ス を

緩和 する こ とに あ る と も考 えられ る 。
こ の 時期， 「文革」中の学校教育の 崩壊 に よ っ

て 学習機会 を奪われ た人 々 の教育需要が一気に 噴出 した 。 社会 全体で 学習 のブ ーム

が巻 き起 こ り， 人々 の ニ ーズ に 対応 す る た め ，

一
部 の 大都市で は ， 退 職教 員や有識

者が 自ら資金 を調達 して 設置 し た 私塾 の よ うな小 規模の 「教室」が相次 い で 現 れた 。

それ らの 下放青年 を対象に ， 職業技能訓練や中等教育段階の 補習教育 を提供 した 機

関 は， 後 ほ ど生成 ・ 拡大す る こ と に な る民営高等教育機関の 萌芽で もある。

　 ●第 2 次拡大期 （1979− 85年）：民営高等教育 の 成長期

　 こ の 時期 の拡大 は ， 調整期 を終えて経済発展が再び加速化さ れ た こ とに及び第 2

次ベ ビ ーブーマ ー （1962− 71年生 まれ ）が
， 大学進学時期 を迎 えた 結果 と考 えて よ

い
。 しか しそれ に して も需要へ の対応 に 限界 を感 じた政府は ， 放送大学 （1979年）

な どの 非大学型高等教育機関 ， 独学試験制度 （1980年）の 発足の ほ か に
，
1982年 の

「憲法」や 1985年の 「教育体制改革 に 関す る決定」を も っ て ， 民 営教育の 存在 を許容

す る姿勢を示 した 。 この よ うな状況 の 中， 民 営高等教育 は か つ て の 「小規模 ・補習

教育」の 形態か ら脱皮 し， 中等後教育領域 に 進出 した 。 河南省の 黄河科学技術学院 ，

浙江省の 樹人学院な どの有力 な民営高等教育機関は殆 ど この 時期 に設立 された もの

で ある （柯 2001
，
64−−65頁）。 1985年 に ， 民営高等教育機関の 数 はす で に 170余校 に

達 し， 在学者数 は 100万人 台を超 えた （教育部1989
，
272頁）。 量 的拡大 に つ れ ， 民営

高等教育機関の 設 置者の 中で 公立大学関係者及 び民主党派の 知識人 が次第に 目立 っ

て くる 。 さ らに ， その立地 に もか つ て の 北京， 上海 な どの 大都市集中か ら， 浙江省 ，

山西省 な どの 従来 公立 高等教育基盤が 脆弱で ある地域 へ の 拡散 する傾 向が うか が え

る 。

　 ● 第 3 次拡大期 （1986
− 93年）：民営高等教育の 質的向上期

　第 3 次拡大 の 要因は ， 経済成長 に
一

層拍車が か け られ た こ と に 加 えて
， 「教育改

革 ・発展綱要」 を は じめ として ， 政府が大学 の管理 ・ 運営権 ， さ らに学生募集 を大

50

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

中国民営高等教育の拡大メカ ニ ズムと地域別成長パタ
ー

ン

幅に緩和す る改革 に動 き出した こ とに も大 き く関わ っ て い る 。 こ の時期の 民営高等

教育に は ， 教育水準 の劣 悪 や 卒業証書 の濫発な ど学校 の 運営 ・管理 面 で の 弊害 も顕

在化して きた 。 それ に対 して ， 政府は抑制政策 に 切 り替 え ， 民営高等教育機関の 乱

造 や不正 行為 に歯止め をか けた 。 具体的 に ， 政府 は
一

連 の 規程公布の ほか に
，

二 っ

の制度的イ ン ス トル メ ン ト（instrument） を用 い て ， 民営セ ク タ
ー

の教育水準 へ の

コ ン トロ
ー

ル を強化 した 。

一
つ は学位授与権で ある 。

1993 年に 政府の 審査 を経て ，

学位授与権が 与 え られ た民営 高等教育機 関の 数 はわ ずか 15校で あ っ た
。 もう

一
つ は ，

学位授与権 を持 た ない 機関の 卒業生 を対象 に， 実施 す る大卒学位 の 認定試験 （原語 ：

高等教育学歴試験 ） と い う試験管理制度で ある
。

に もか か わ らず ， 1993年の 民 営高

等教育機関の 数 は ， 1986年の 370校か ら 815校 まで 増えた （陳2000
，
226頁）。 そ こ で

機関設置者 の 範囲は国営企 業や事業体組織体 に まで 広が り， 立地 に もさ らな る拡散

が み られ る （夏2002）。

　 ■ 第 4 次拡大期 （1994− 01年）：民営高等教育の 拡大期

　1999年， 中国の 高等教育 は 未曾有の 拡大 を経験 した 。 拡大 は ， 当時政府が 掲 げた

高等教育の就学率の 引き上 げ目標が もた ら した帰結で ある が ， そ の 背後 に は ， 近 年

に み られ る国営企 業の 経営不振 に よ る レ イオ フ 労働者 の 急増 と
，

16歳の 労働市場 の

新規参入者に第 3 次ベ ビーブ ーマ ー （1986− 88年生 まれ ）を迎 え る こ とで ， 労働市

場 に もた らされ た プ レ ッ シ ャ
ーを避 け る と い う意図が 隠 され てい る 。

　 表 1　 民営高 等教 育諸機関 の在 学者 数 と機関数 （1996− 2001年）　 単 位 ：万 人 （校）

1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年

学位授与権を持っ機関

学位授与権を持たない機関

1．2 （21）

lO8、4（11 9）

L6 （20）

119．0〔1095）

2．2　  

一
　 〔1200）

4，  （37）
118．4（1240｝

6．8 〔37）

98．2（1282）

14，0 （89）
103，0（1202）

3L9 （1鋤
84．2　 一

出所 ： 「中国民 刀・教育緑皮書』，教育部発展規劃司 「2DO2教 育 統 計 報告」第26期　（
一一
部データ が 欠落）

　こ の 時期 の民 営高等教育 は空前の 発展を み せ な が ら ， 次の 新 た な展開が見 られ る 。

第 1 に ， 1999年 に専科大学 （日本の 短大 に 相当す る） の 設置認可権が 地方政府へ 委

譲され た 。 こ うした 地方政府の 自主 裁量権 の 拡大 に よ っ て，
一

部 の 学位授 与権 を持

た な い 民営高等教育機関が
， 学位授与権を有す る機関 へ と昇格 した 。 表 1 か ら も確

か め られ る よ うに ， 1998年の 学位授与権を持 つ 機関の 数は 25校 で あ っ たが ， 1999年

に な る と， そ の 数 は 37校 まで 増加 し ， そ して 2001年 と2002年 に はさ らに 89校 と133校

に 達 した 。 第 2 に
， 従来の 高等教育 の 枠組 を越 え， 積極的に職業技能教育 に取 り組

む に つ れ ， 民営高等教育 に は多様化 の 傾向が うか が え る こ とで ある 。 第 3 に
， 「二 級

学院」
（6）

とい う新 た な形態の 民 営高等教育機関が ， この 時期 に お い て浙江省 ， 江蘇省
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な どの 地域 で盛ん に な っ て い る 。 第 4 に ， 私営企業の 経営者が民営高等教育機関の

　　　　　　　　　　 表 2　 民営高等教育の 発展段階の 特徴

発展段階 政府の政策的対応 設置者 機関の形態 提供する教育サ
ー

ビス 立地の特徴

萌芽期（第1次拡大期） 政策の不在
有識者、定年教

員
小規模の 「教室」

技能訓練伸 等教肯段階の

補習教育
大都市集中

成長期俤 2次拡大期） 支持姿勢の明示

公立大学関係者、

民主党派の知識

人

有力民営高等教

育機関の登場

中等後鞘 、独学試験対応

教育

一
定の地域

での拡散

質的向上期（第 3次拡大期〉
運営

・教育の質に対す

る管理の強化

企業・事業体組

織などの社会各

界

学位認定試験試

行校の登場

中等後教育、独学試験対応

及び学位認定試験対応の教

育

全国範囲で

の拡散

拡大期（第4次拡大期）
拡大へ の支持1認可権

の地方政府へ の移譲

私営企業経営者

の参入

民営職業技術学

院、二級学院の

登場

職業技能教育の取 り入れ
全国範囲で

の拡散

設置者 と して 登 場 して い る （劉 2002， 31頁）。

　以上 ， 約 20数年間に わ た る民 営高等教育 の生 成 ・拡大の 歩 み をみ て きた 。 表 2 は

各発展段階 の特徴 を示 して い る 。 そ こか ら， 高等教育大衆化 の 流れ の 中で ， 民 営高

等教育は紆余曲折が あ りな が らも， 着実な成長 を遂げて きた こ と を推察で き る とも

い え よ う。

4 ．　 分　析

　以上 ，
マ ク ロ の レ ベ ル か ら ， 民営高等教育 の 成長過程 をみ て きた 。 と こ ろで 視点

を掘 り下 げて ， 地域 レ ベ ル か ら捉 える民営高等教育 の 成長像 は ど う映 し出 され る の

だ ろ うか
。

こ こか らは
， （1）地域の 視点か らみ た民営高等教育 の成長様相 ， （2）拡大 を

条件づ けた 要因 ， （3）地域別成長パ ター ン に つ い て ， それ ぞ れ実証 デー タに基づ い て

分析 を行 う。

4、1． 地 域の 視 点か らみ た民営 高等教 育の成 長 様相

　図 3 は2001年の 各地 域 に お け る公立
（7）

と民営両 セ クターの 在学者数（Z 得点変換）

と い う両指標を組み あせ た散布 図で ある 。 そ こか ら ， 民営高等教育 の 成長が決 して

全体均
一

的に 進ん で い な い こ とが明 白に な る 。

　図 3 を （1）高公 立 ・高民営 ， （II）高公 立 ・低民 営 ， （III）低公立 ・低民営， （IV）

低 公立 ・高民営 と い う四 つ の 象限に 分割す る こ とが で き る 。 そ こか ら ， 次 の 2点が

注目され る 。 第 1 は ， 民営高等教育規模 をめ ぐる地域間ばらつ きが極 めて 大 き い こ

とで ある 。 平均基準 （Z 得点の 平均は 0） を大き く超えて い る広東省 ， 陝西省な ど
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　　　　　　　　　中国民営高等教育の拡大メカ ニ ズム と地域別成長パタ
ー

ン

図 3　 各地 に お け る公 立高等教育 と民 営高等教 育の 規 模の 散布図

一
工5

高公立 ・低民 営　　　3ρ
　 　 　 　 　　 公 立 在学者

江蘇 　　　 （1 ）高公立 ・高民襠

Y ＝αOl969＊ X ＋ 48．837
（Z得 点変換） 鬮

Y ：民営在学者数
2．0

湖北 山東 X ：公立在学者数

　　　遼寧
河北
　 　 　 圏 1．0
　 鬮

　　　河南
湖南
　 　 　 画

圜

　 北京

圏
R2三〇．333

　　 團 広東
　 　 囲 四川

黒竜江 　 囚

跚

圜
浙江

上

奮暾 西

覊簫
低懸 低羅 一

。。

0．5
　 　 画

　 福建

1．0 1．5 　 2ρ　 　 　 2．5　 　 　 3．O

民営在学者 （Z得点変換）

　　（Rり高公立 ・低民営

の 地域対し て
， 貴州， 青海な ど の 地域は平均水準 に 届 か ず，規模 が極 め て 小 さ い こ と

が わ か る 。 第 2 は ， 民 営セ ク ター と公立 セ クタ ー
の 地 域分布 は必ず し も一

律 な の で

は ない こ とで あ る。 確 か に ， 民営高等教育規模 と公立 高等教育規模 の両者 の あ い だ

に
一
定の 関連が あ る こ とが確認 さ れ た 。 しか し なが ら ，

一
部の 地域が 第 （II）象限

と第 （IV）象限に 所属 して い る こ とか ら ， 各地域 の 民営高等教育の 成長 は必ず し も

当地域公立 高等教育 の 規模 に 左右 され る と は い えず ， そ こ に は独 自の 力学が 働 い て

い る こ とが推察で き る で あ ろ う。
こ れ を明 らか に す るの は次の 課題 で あ る。

4．2． 民営高等教 育の 拡大 メ カ ニ ズム の 解明

　各地域の 大学進学希望率 を手が か りに ， 公立高等教育 の 地域格差の 規定要因を検

討 した 沈 （2002）の 研 究 の 中で ， 公 立 高 等 教育 の 規 定 要 因 で あ る 経 済 的 要 因

（GDP ， 失業率） と学生募集の 省別定員枠
C8）

と い う制度的要因 を同時 に 投入 す る と
，

制度的要因が独 自の効果 を も っ て い る こ とが 明 らか に な っ た 。 で は ， 制 度的 コ ン ト

ロ
ール の も とに置か れ て い る公立 セ ク タ ー

と異 な っ て ， 学生 募集 を め ぐる 自主権の

幅が相対的に拡大 さ れ て い る民営セ ク タ ーの 拡大 は い か な る要因に よ っ て規定 さ れ

て い る の か ， 以 下 は ，
こ の 課題 に取 り組 む こ と に す る 。

　第 2 節に設定 した分析枠組 （図 1 を参照）の 中 ， 民営高等教育 の 拡大 に 影響 を与

え うる もの として ， 「政策」 の ほ か に ， 「社会 ・経済発展水準」， 「利用可能 な公 立高

等教育資源」， 「超過需要」 と い う三 つ の 要因が 想定 され て い る 。 まず 「社会 ・経済

発展水 準」の 指標 に 関 して は ，
い ろ い ろ な試行 を経て ， 社会 ・経済 の 豊か さ を説明す
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る総合的指標 として「1人あた り GDP 」
（9）だ けに絞 っ て 説明変数 として投入す る 。 続

い て 「利用可能な公立高等教育の 資源」 と して 「公立 大学の 専任教員数」 を取 り上

げる 。 さ らに 「超過需要」に っ い て は
， 厳密な操作 的定義に よ っ て 指標 を企 て る こ

とは 困難で あ るが ，
こ こ で は 「大学志願者数 と公立 高等教育機 関の 学生 募集数 との

差」 を 指標 と して取 り上 げる。

　まず民営在学者数 と上 述の 三 要因の 指標の 間の 単純相関 をみ る限 りに は ，
い ずれ

も相関が確認 された 。 相関係数 は ， 「超過需要」（．486）〈 「一人 あた りGDP 」（．522）〈

「公立 専任教員」 （．666） とな っ て い る 。 三 要因 の相互作用 を除去す るた め に ， 重 回

帰分析 に よ る規定要因の 分析を行 っ た 。

　　　　　 表 3　民営高等教育規模の規定要因に関する重回帰分析（20Dl年度）

独立変数 B S，D β

社会 ・
経済 発展水 準 ： 1人 当た り GDP

利用可能 な 公 立 高等教育の 資源 ；公 立 専任教員数

超過需要 ： （志願者数　公立 大学 の 学生募集者数）

．483
＊

．2G7縣

．Ol3

．247

．100

．  17

．321

，42：干

．B6

調整 済 み R2 乗

　　F 値

．4678

．602＊赫

　 　 　 　 注 ：
桝 孝P ＜ ．e  1，

累 糊 P く ． 05，

’ ＊P く ．05，Ψ く ．1 （従属変数＝各省民営高等

　 　 　 　 教育機関 の 在学者数）

　2001年 の 各省 の 民営高等教育機 関の 在 学者数 を従 属変 数 と して
， 「

一
人 あた り

GDP 」， 「公 立専 任教 員数」， 「超過需要」を独立 変数
（lo）

として投入 し， 民営高等教育

規模の 規定要因に関す る重回帰分析 の 結果 （直轄市抜 き
 

） を ， 表 3 に示 して い る。

表 中の 三要 因 の効果 をみ る と ， まず
一

人あた りGDP ，
つ ま り社会 ・

経済の 発展水準

が民営高等教 育の 規模に プラス に有意 な効果 を及 ぼ して い る 。 また公立専任教員数，

つ ま り利用可能な公 立高等教育資源 も民営高等教育の 規模 に 有意 な効 果 を もつ 。 し

か し この 2 要因 と異 な っ て ， 「超過需要」が民営高等教育の 規模 を左 右す る有意な効

果が み られ ない
。

つ ま り， 必 ず し も公 立セ クターが進学需要に応 じきれ ない 地域だ

けで ， 民営セ ク ターが大 き く成長す る と は い えな い こ とが わか る 。

　以上 の 結果か ら， 利用可能な公立 高等教育資源の存在 ， また は社会 ・経済の 発展

は民営高等教育 の拡大 を促す重要 な影響要因で あ るこ とが 示唆 され る 。
こ こ で 特に

強調す べ きは ， 公立 セ クター と異な っ て
， 社会 ・経済発展水 準 と民 営セ クターの 拡

大 との 間の 関連性が確認 され た こ と で あ る 。 換言すれ ば ， 制度的 コ ン ト ロ
ール の 公

立セ ク ターの供給 と異 な っ て ， 民 営セ ク ター
の 拡大 に は社会 ・経済発展水準 と

一致

し， その メ カ ニ ズム か ら 「市場主 導型 」の 性格が 読み 取れ る 。

　確 か に ， 重回帰分析モ デル に よ っ て ， 民 営高等教育 の拡大 と社会 ・経済水準 な ど
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　　　　　　　　　　　　　 中国民 営高等教育の拡大メカ ニ ズム と地域別成長パタ
ー

ン

の要因間 の関係 を示 す には
一

定 の説 明力が ある 。 ただ し ， この よ うなア プ ロ
ー

チは

あ くまで も
一

般的モ デル の
一

つ の提 示 に過 ぎず ， この モ デル に よ っ て 必ず し も十分

に 説明で きて い ない 事例 の 存在 も考 え うる 。 こ こ で
， 民営高等教育拡大の 実像 に よ

り接近す るた め ， さ らに踏 み込 んで み て い く必 要が あ る 。

4．3． 地域別民営蒿等教育の 成長パ ター ン

　 こ こか らは メ ゾ ・レ ベ ル か ら ， 地域 に焦点 を合わ せ ， そ こ に 現れ て い るそれ ぞ れ

の 特徴を よ り丹念 に 追 う こ とを通 して， 地域別民 営高等教育の 成長パ ター ン を抽 出

す る。

　先 ほ どの 重 回帰分析 に よ っ て
， 民 営高等教育 の 拡大 に は

， 経済発 展水準 と利用 可

能な公立 高等教 育の 資源が重 要 な規定要 因 とな っ て い るこ とが解明 され た 。 こ こ で

は ，
こ の 両軸 をそれ ぞれ 高， 中 ， 低

（12）
とい う三 段階に 分 けて ク ロ ス させ る と， 表 4

の よ うな 9 つ の 類型 に分 け る こ とが で きる。諸類型 に 属す る各省 の 民営高等教育機

関の在学者数 に 注 目しなが ら ， その 分布の 特質 を考察す る 。

　　　　　 表 4　 民営高等教育の 地域 分布図 （4 直轄市を除い て 27地域）

利用可能な公立高等教育資源の水準 〔公立高等教育機関の教員数〕
成長パターン

高 中 低

 

　　　　江蘇 （6911）

　 　 　 　 ＿　一　一　一　一　一　一　r　　　’ 、
  ／

’
髄 伽 3） ＼ 、’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 、

 

高
｛　 浙江 （ll3ゆ丶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’　　　　　　　　　　　　〆
＼ 、、広東 （16883） ／　　　　　　　　　’　　　　＿ ’　　　　噛、一一一一

　　　 遼寧 （2444｝

市場資源特化型
経
済
の

発

展
水
準

〔
1
人

当
た

り

GDP

〕

中

  河北 （1恥）． 櫛 （5629）
　　　　’　　　　　　　　　　　　　　、
　　、・仙東 （10996y・　　　　　　　　　、

  吉林 （2828）

黒竜江 （3232＞   新彊 ω）， 海南 （188）
’　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

，

ず

湖北 （聞  　 ・

　 　 　 　 　 　 　 　 　 馳
1

内モ ンゴル （1528＞
教育資源特化型

　 　 1　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 ’
 

’
、 河南 σ3z3）ノ

　 　 、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　〆　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　、 ‘　　　　　「一一’

  雲南 qgl）， 安徽 〔4154）
　　　　r−一一圏一一　　　一 覧

 
．
青海 ω ）， 甘粛 （625〕

低

　　戸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　 く 陜西 （150鋤 ’　　、　　　1一一＿一一’
山西 （詣4）， 江西 〔3252）

四川 （2125）， 広西 〔1575）

貴州 ω）， チベ ツ ト （ω

　　　寧夏 （256）

政策主導型

【注】：括弧の 中で 示 され て い る数字 は ， 当該地域 の 民営高等教育機関の 在学者数 で あ る 。

　まず ， 表中の 対角線 に位置 する地域 （類型       ）の 民営高等教育機 関の 在学者

数 をみ る と ， 地域 の 経済発展水準 と既存 の 公立 高等教育資源の 充実度が 高 い ほ ど，

そ の 数が 高 い と い うこ とが確認 さ れ る 。 そ れ は以．ヒの 重 回帰分析 の モ デル をもっ て

説明 され る地域で もある 。 と こ ろ が
，

こ こ で極 め て興味深 い こ と は
， 民営高等教育

の規模が相対的 に大 き い 地域 （7000人以上 ） は ，
い ずれ もそ の 対角線 か ら外れ て い
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るの で あ る。 換言す れ ば， 逆に 重回帰分析の説明 モ デル か ら逸脱 さ れ た 地域の 民営

高等教育 が よ り大 きな成長 を遂 げて い る と考 え られ る 。 さ らに
， 表 4 が 示 す よ うに ，

こ うした民 営高等教育 の 成長地域 は必ず し も同
一

の 類型 に 統合 され て い ない こ とか

ら ， 地域 別 民 営高等教育の 成長 パ ター ン が 非常 に 多様化 して い る こ とが 推察で き る 。

　果 して こ れ らの 民 営高等教育発展地域が なに を成長基 盤 と して
， 拡大 を遂 げて き

たの か 。 以 下で は上 述の 分析結果 に基づ き ， 質的分析手 法 を用い て
， それ ぞ れ 事例

をあげなが ら ， そ の 地域別成長パ ターン を究明す る。

　 ● 市場資源特化型
一
浙江省 を事例 と して

　表中で は ， 浙江省 は ， 福建省 と広東省 と同 じ くい ずれ も 「高経済 ・中公立教育」

（類型   ） に属 して い る 。 か つ て 全国の なか で 経済力が 中位 とされ て い た浙江省は，

経済改革以来 ， 積極 的に工 業化 を推進 し， 実際の経 済力 を示す 「一人 当た り GDP 」

は．ヒ海 ， 北京 ， 天津 に 次 い で 全 国第 4位 とな っ て い る 。 目立 っ た資源 が な く， 耕地

面積 も少 な い に もか か わ らず ， 経済発展 を支 えた主 な要因 は， 郷鎮 企 業の 活躍 ， 外

資系企業 の 進出 と私営経済 の 成長が著 しい とい う経済的特色 に あ る。 しか し， 経済

の急速 な成長 と対照的に ， 当地域 の 公立 高等教育基 盤 は脆 弱で あ る 。
こ の 理 由は建

国初期 ， 政府が 国防の 考慮 か ら， 台湾海峡付近の 沿海地域 （福建省 ， 広東省 も含 む）

に ある高等教
：

育機関 を内陸の 中心地 に移転 させ ， 当地域 の 高等教育発展に 抑制政策

を と っ た た め で ある
q3）

。 そ の 結果 ， 高等教育 は 急速 な経済成長 に追 い つ か ず大変立

ち遅れ る状態 に陥 っ て い る。

　経済成長 に つ れ ， 産業界 か らの 人材需要が 急速 に 拡大 して い る 。 そ こで 公立 セ ク

ターの み の 拡大は
， 市場の ニ ーズ に 速 やか に 応 える こ とが で きな い

。 とこ ろ が
， 公

立高等教育 と経済発展 の乖離 は ， 当地域の 民営高等教育の 成長 に肥 沃な土 壌 を与 え

た 。 以上 の 重回帰分析モ デル の 中で は， 「超過需要」の 有意 な効果が 確認 され なか っ

た 。 しか し こ こ で はそ の 要因が 有効性を もつ と も考え られ る
。

そ して
， 当地域 の 所

得水 準が非常に 高い こ と も民 営高等教育の成長 を支 えた も う
一

つ の 無視で き な い 要

因で あ る （鮑 2001）。 当地域 の 民営高等教育機関の 年間授業料水準 が 極 めて 高い に も

か か わ らず ， 安定的な志願者層を確保 して い る こ とが ， まさに この こ と を物語 っ て

い る とい え よ う。 こ の よ うに
， 経済成長 に よ る地域人 材需要の 拡大 と家庭 の経済能

力の 向上 は ， 民 営高等教育 の成長 を支 え る重 要な基盤 と な っ て い る 。 こ の 成長パ タ

ー ン を 「市場資源特化型 」 と呼ぶ
。

　 ● 教育資源特化型 一
湖北省 を事例 と して

　民営高等教育の 成長地域 の もう
一

つ の グ ル ープ は ， 類型     に属 し ， 経済発展水
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　　　　　　　　　　　　　 中国民営高等教育の拡大メカ ニ ズムと地域別成長パタ
ー

ン

準が 相対的に低 い もの の ， 既存の 公立 高等教育資源が極めて 豊富で あ る湖北省 ， 山

東省 と河南省で あ る。 中部 に位置す る湖北省は鋼鉄， 自動車な ど の 生産 を中心 とす

る重工 業発展地域 で あ る 。 建 国か ら70年代末まで の 計画経済期 に は ， 当地域 は重点

建設 の 対象 と して
， 国か ら多額の 投資が投入 され た 。 そ して 公立高等教育 も同 じ く，

政府主導の も とで 大 き く拡大 され た 。 特 に 省政府所在地 の 武漢市に は
，
30校の 公立

大学 が 所在 し ， 省内高等教育機関の 教員の 約75％が そ こ に集 中 して い る （湖北統計

局　2002）。
こ う した充実 した 公立高等教育資源が 民営高等教育 の 成長の 重 要 な基盤

とな っ て い る。

　2001年の 時点 で は ， 湖北省 の 民営高等教育機関 3 校が ，
い ずれ も武漢 市 に所在す

る。 その 中の武漢 時代職業学院が ， 武漢時代科学研究院 と武漢市水利電 力院の 二 つ

の公 立研究機関が連携 して 設置 した 民 営高等教育機関で あ っ た 。 そ して ， 周辺 の 武

漢大学 ， 華中科学技術大学 ， 武漢理工 大学な どの 公立 重点大学 は ， 当校に 数多 くの

専任
・非常勤教員の ほ か に ， 実験室な どの 教育実習の 設備 の利用 を提供 した 。 そ し

て もう 1校の 武漢生 物工程職業技術学院が 設置 さ れた 当初 に は ， 華中師範大学 ， 武

漢大学 ， 湖北大学な どの公立大学 と連携 して 大学専科課程 の独学教育 を実施 して い

た 。 その 後1 年の発展 を経て ようや く政府 に学位授与権 をもつ 民営高等教育機関 と

して 認可され た 。

　 こ の よ うに ， 設 置当時か ら ， 公立高等教育機関や 研究機関 と緊密 な連携関係 を結

び ， 公立高等教育機 関の教育設備 と教 員人 材 を大 い に 利用す る 民営高等教育 の 発展

は ， 経済発展水準が相対的 に低い もの の ， 教育 資源 が 充実す る地域 の 発展パ ターン

で あ る 。 これ を 「教育資源 特化型 」 と名づ け る。

　 ● 政策主導型 一
陝西省 を事例 と して

　古代 中国の 経済 ・ 文化の 中心 と して 繁栄 を極め た内陸地域 の 陝西省は ， 今 日に な

っ て ， 経済発展が停滞 して お り，　
・
人 あ た り GDP 水準が 全国で 28位 と な っ て い る 。

そ して ， 当地域の 公立 高等教育の 発展水準は ， 内陸地域 の なか で は上 位 を 占め る と

は い え， 全国範囲で は発達地域 とはい い 難い
。 に もか か わ らず，

こ の地域 は民営高

等教育の 成長が著 し く， 2001年の 民 営高等教 育 機関の在学者数が 全国の 14．2％ を占

め ， 民営高等教育発展 の特殊 なケ ース の
一

つ と して ， 脚 光 を浴 びて い る 。

　陝西省の 民営高等教育 の成長 に は ， 次の 要因が 挙 げられ る 。 第 1 は ， 低 い 物価 ，

土 地価格 ， 入 件費 ゆ え に ， 民営高等教育機関の 設置 に 有利な 投資環境が提供 さ れた

こ とで ある 。 同時 に ，
こ うした低 コ ス ト構造 は民 営高等教育機関の 授業料水準の 軽

減 を もた らし ， 低所得家庭の 進 学者 の 獲得 に もつ なが っ た 。 第 2 に ，

一
部 の 明確な
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教育 目標 と優れ た 学校運営の ビ ジ ョ ン を持つ 設置者の 存在 も， 民 営高等教育成長 の

促進要因 とな っ て い る 。

　 しか しなが ら ， 当地域 の 民営高等教育 の 成長 を もた ら した 最 も決定 な要因 は ， 前

述 の 二 つ の 要因 よ りも ， む し ろ地方政府の 教育行政部門の 政策的誘 導 と支持で あ る。

200 年 ， 省政府 は 「民 営高等教育の 促進 に 関す る決定」 を発 表 し ， 土地 の利用 ， 教

員の 招聘 や昇進 ， 税金の 免除な どの 扶助政策の実施 を明 らか に し， 民営高等教育に

対 する積極的な支持 姿勢 を示 した 。 省政府が 打ち 出 した独自の政策は， 主 に 3点 あ

る 。 第 1 に
， 省外で の学生募集 を認可す る。 その 結果， 陝西省 の民営高等教育機関

で 省外か らの 学生 は在学者全体の 60％を占め る 。 第 2 に
， 省政府 が 民営高等教育機

関の 設置審査の 際 ， そ の質 ・規模を過度 に追及せ ず， 逆 に設置後の 教育評価な どの

制度措置 を通 して
， 民営高等教育機関の 質を コ ン トU 一ル す る 。

こ う した 「入 り口

を緩 く， プ ロ セ ス を厳 し く」す る政策的傾 向は ， 当地域 の 民 営高等教育機関に最初

の生存機会 を与 えた 。 第 3 に
， 経営不振 に 陥 る民 営高等教育機関 に対 して は ， 政府

が 中間役 を務め ， 民 営高等教育機関の 統合 ・ 再編 を促す 。

　 こ うして ， 市場経済が 未発達 で まだ十分 な機能 を発揮 で きな い こ の地 域で は ， 地

方教育行政部門 の 政策が市場 を補 う役割を果 た し， 民営高等教育 を成功 に導 く上 で

積極 的な役割を演 じて い る 。 こ こで は この よ うな成長パ タ ー ン を 「政策 主導型」 と

呼ぶ 。

5．　 お わ りに

　本稿は ， 地域分布を手 がか りに ， 民営高等教育 の 拡大 メ カ ニ ズ ム 及び その 地域別

民 営高等教育 の 成長パ ターン を明 らか に する こ と を目的 に し て きた 。 分析の 結果か

ら次の よ うな結論 が導 きだ され る 。

　第 1 に ， 供給が制度的 コ ン ト ロ ー ル の も と に 置か れ て い る公立 セ ク ター と対照 的

に ， 民営高等教育 の 拡大 に は ， 利用可能 な 公立高等教育資源 の ほ か に
， 社会 ・経済

発展 との リ ン ク の 存在が ， 分析を通 して 確認 され た 。 つ ま り， 民 営高等教育 の 拡大

メ カ ニ ズ ム に は社会 ・経済発展水準が重要な フ ァ クター とな る 「市場主導型 」の 特

徴が窺 え る の と同時 に ， そ の拡大 に は公立 セ クタ ー と の 教育資源 をめ ぐる依存関係

が あ る こ とが 明 らか に さ れた 。

　第 2 に ，
マ ク ロ ・レ ベ ル に お い て

， 近年中国の 民営高等教育は急速 に拡大 して い

る とみ える 。 しか し分析 の視点 をメ ゾ ・レ ベ ル に 切 り替え ， 地域別 に詳細に 考察 す

る と
， それ が決 して均衡 に 発展 してお らず ， 現状に適合 して ， 地域 ごとの それ ぞ れ
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独 自な成長パ ターン が み られ る。 経済の 発展地域 で は ， 産業界の人材需要の 拡大 と

個人の 教育消費能力の 向上が 民営高等教育の 成長を支え る 「市場資源特化型」が み

られ る 。 公立 高等教育の 発展地域 で は ， 公立高等教育機 関 と緊密 な関係 を持 ち ， そ

の施設 ・人材 な どの 資源 を大 い に利用 し ， 民 営高等教育を発展 させ る 「教育資源特

化型」が み られ る 。 さ らに ， 経済発展水 準が低 く， 公立 高等教育 の 基盤 も相対的に

脆弱で ある西部地 域の 陝西省 の よ うな地 域 で は ， 地 方政府が 積極的 な推進政策 を打

ち出 し ， 民営高等教育 の 成長 に確固た る土 台を作 り出す 「政策主導 型」が 登 場 して

い る 。

　本稿の 分析 を通 じて 改 め て 認識で きる の は ， 教育 拡大 の 問題 に 取 り組 む うえ で ，

そ れ ぞ れ の地域 の 独 自な様相 に充分 な注意 を払わ な けれ ばな らな い こ とで あ る 。 と

りわ け今後地域発展の 多様性 と ， 地方分権の なか で 地 方政府の 政策 と取 り組みが よ

り重要 に な っ て くる と予想 さ れ る状況 に お い て は ， その 中の個々 の 「地域」の行動

パ タ
ー

ン を的確 に 把握 し うる 分析 の意義が さ らに増 すだ ろ う。

　で は ， 本稿 の分析知見か ら， 今後民営高等教育 の 成長 に対 して どの よ うなイ ン プ

リケ ー シ ョ ン が導か れ る で あ ろ うか 。 考察か ら ， 民 営高等教育 は ， 社会 ・ 経済発展

と公立高等教育 の 資源が 乖離 して お り， しか も片方が高水 準 に達 して い る地域で よ

り大 きな成長 を遂 げて い る こ とが明 らか に な っ た 。 裏 を返 せ ば ， 社会 ・ 経済 と公立

高等教育の 発展が い ずれ も遅れ て い る （表 4 の       ）地 域で は ， 民 営高等教育の

成長が 極めて 困難 で ある と考 え られ る 。 要す る に 民営高等教育 は ， 高等教育機会の

地 域 問不 均衡 の 改 善 に
一

定の 役割 を果 た し うる もの の ， 限界 もある こ とで あ る 。 し

か し こ こで 強調した い の は
，

これ らの後進地域 にお い て ， 「政策主導 型 」の よ うに ，

政府 （行政）が 積極的に 関与 し ， 市場 を代替 ・補完す る役割 を果た す こ とが ， 民 営

高等教 育の 成長の 推進 に 極 めて 大 き な役割 を果た す と考 え られ る こ とで あ る 。

　以上 ， 地域分布 を通 して
， 民営高等教育の 拡大要因及 び地域別成長パ ターン を考

察 して きた 。 最後に強調 しな けれ ばな らな い の は ， 本稿 で 扱 っ た対象 は学位授与権

を持 つ 民営高等教育機関に限定され て お り， しか も分析 は
一

時点 の 2001年 に 限 られ

て い る。 今後に は精密化した データの 収集 と蓄積が必要 とされ る の と同時 に ， 考察

対象の拡大及 び時系列の 分析 また 考察が 望 まれ る 。

〈注 〉

（1） 筆者が ， 『中国民営高等教育緑皮』 （2003） に 掲載す る デー タ に基づ い て計算 し

　た結果 ， 2001年民 営高等教育機関 （学位授与権 を持 つ ）の 平均規模が最 も高 い の
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　 は浙江省 （5655人／校）で ， 最 も低い の は重 慶市 （60人／校） で ある 。

  　民営高等教育 の 地域別データ が は じめて 公表 された の は 『中国民営高等教育緑

　皮書』 （2003）で あ る 。

（3） 事例分析 の デ ータ拠 り所 は 次の よ う に な っ て い る 。 浙江省 は筆者 （2001年 6 −

　 7 月2003年 9 − 10月 ， 杭州）が 行 っ た 浙江省教育庁や 民営高等教育機関の 関係者

　 を対 象 とす るイ ン タ ビ ュ
ー と ， 『2001年民営高等教育機 関在学者 に 対す る実態・意

　識調査亅（詳細 は鮑 （2001）を参照）の 分析結果 に よる 。 湖北省 は湖北省教育庁 （2001）

　「湖北省教育事業発展第十個五 年計戈虫鄂教発 「2001」93号」（http：〃 www ．hbe．gov ，

　cn
，
2003年11月最終検索）， 湖北長江職業技術学院 HP （http；〃www ，cjxu ．edu ，cn

，

　2003年11月最終検索）， 武漢時代職業技術学院の HP （http：〃 www ．whtu ．com ．cn
，

　2003年11月最終検索）， 武漢 生物工 程職業技術 学院 HP （http：／／www ．whsw ．net ，

　2003年11月最終検索） に掲載 さ れ て い る大学の 設置経過 ・沿革な ど の データ ソ ー

　 ス に よ る 。 そ して 陝西省 に つ い て は ， 筆者が 陝西省教育庁 の 関係者 へ の イ ンタ ビ

　 ュ
ー （2003年 2 月 ， 北京）；李維民 「陝西民 刀、高校現象剖析」 「西外民刀教育研 究雑

　誌』2002年第 1期 ， 西安外事学院 ；全国人大教科衛委 員会教育室 2001
， 「対陝西省

　民 刀教 育情況的調査1， 『民 刀教育研 究与立法探索』≧広東高等教育 出版 社， 352−363

　頁 に よ る 。

（4） 民営高等教育機関は学位授与権 （原語 ：学歴証書授与権）の 有無に よ っ て ，
二

　 つ の カ テ ゴ リー
に分 け られ る 。 筆者の イ ン タ ビ ュ

ー
調査 （2003年 10月）に よれ ば ，

　学位授与権 を持た ない 機関で は ， 学生 流失 の状況が極め て 深刻 で あ る とい う事実

　が 存在す る こ と を考え る と
， 本稿で は よ り安定性 ・信頼性の 高い 学位授与権 を も

　 つ 民 営高等教育機関の データだ けを扱う こ とに す る 。

　　な お ， 「学歴証書」とは ， 高等教育 を終了 し ， か つ 規定 され た学力水準 に達 した

　 こ と を証 明す る政府が 統
一

的 に発布 した高等教育機関の 卒業証書で ある 。 本稿で

　 は ， それ を 「学位」 と訳 した

（5） 1968年以 来 ， 文化大革命の 混乱 に よ っ て 大学が学生募集 を中止 し ， 当時の 中学

　校 ， 高校を卒業 した者の ほ とん どが組織的 に農村 に 送 られ ， その 総数は ／600万人

　 に上 っ た 。 毛沢 東 は都市の 中高卒業生 を農民 に よ っ て 再教育 して もらうた め に農

　村 を送 る だ と説明 したが ，
こ の 政策 の 実質 は当時 の都市部で の労働供給圧力 を緩

　和 さ せ る た め の もの で もあ っ た 。 1978年か ら79年 の 春に か け て ， 多数の 青年 は都

　市部 に戻 っ て きた 。 それ が直 ち に 失業問題が顕在化 した 。 本稿の なか で は 当時農

　村部 に 向か っ た 青年を 「下放青年」 と呼ぶ 。
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（6）　 「二 級学院」の 詳細 に つ い て は ， 陳武元 ・大崎素史 2003， 「中国に お ける 民弁高

　等教育機関の 現状 と課題」， 1
’
創価大学教 育学部 論集』第54号 ， 2939 頁 を参照 。 な

　お
， 現 在 は 「独立学院」 と呼 ばれ て い る 。

  　 「中国教育統計年鑑』が示 す普通 高等教育機関の 在学者数 は，公立大学 と学位

　授与権 を持 つ 民営高等教育機関の 両方 の 合計値 で あ る 。 よ り正確 な データ を扱 う

　た め ， 公表 データ の 中の 民営 の部分 を引い た もの を ，公 、笠在学者数 と して 捉える 。

（8） 沈 （2003） に よ る と
， 中央政府 が公立 高等教育機i関の 定員数 を決定 する 際に ，

　省
・直轄市 ご との 定員枠 を策定する 。

（9） 社会
・
経済発展 の 指標 （例 え ば平均教育年数 ， GDP の産 業構成， 所 得水準な ど）

　が 互い に 強い 相関を示 し
，

か つ 標本数が 限 られて い るゆ え ， 強い 多重共線性が生

　じ ， 測 定結果 が 安定 しなか っ た 。 従 っ て ，
い ろい ろな試行 を経て ， 分析で は 説明

　変数 を一人 あた りGDP に絞 る こ とに した 。

  　三 つ の 独立変数問の 相関行列 を確認 し ， 高 い 相関が み られ な い た め ， これ ら の

　変数 を含むデ ータ に基 づ い た 回帰分析 に は多重共線性の 危険性が ない と判断す る 。

（11） 4 大直轄市 ， と りわ け上 海 ， 北京 ， 天 津の 1人 当た りGDP ， 公 立高等教育機関

　の 専任教員数な どは い ずれ も格段高 く，
それが極値 とな っ て 全 体の 統計量に大 き

　な影響 を及 ぼ すた め ，分析 で はそ れ らの はずれ 値 を除 い て か ら行 う こ とに した 。

a2） 両指標の 度数分 布 をみ て ， 低い もの か らの順で 「100％− 75％」枠内の もの を「高」

　に ， 「74％− 24％」枠内の もの を 「中」に
， 「25％− 0 ％」枠内の もの を 「低」に

　設定する 。

（13） この 点 に つ い て は ， 大塚豊 1996『現代中国高等教育 の 成立 』， 玉 川大学出版部，

　 133頁で も言及 さ れ て い る 。

〈参考文献〉

馬越徹　1999
， 「ア ジア の経験」「高等教育研究』第 2 集 ，

105−124頁 。

大塚 豊　1998
， 「中国高等教育 の民 営化 に 関す る

一
考察 1 『大学論集」第29号 。

王 宗敏 ・徐広宇　1996， 『中国民 弥学校研究』天 津科学技術 出版社 。

加 藤弘之 　2003
， 『現代 中国経済 6　地域の 発展』名古屋大学 出版会 。

湖北省統計局編　2002
， 『湖北統計年鑑』中国統計 出版社 。

秦国柱　2001，『私立大学之夢
一

我国民 刀高教的過去 ・現在 ・未来』鷺江出版社 。

曹燕　2002， 「中国 にお け る民営高等教育機関の 創設者と創設過程」『東京大学大学

　院教育学研究科紀要』第 42巻 ，211−221頁 。

6’

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

沈鴻敏　2002，「中国高等教育進学希望率 の変化」『教育社会学会第54回大会発表要

　 旨集録』336−337頁 。

陳桂生　2000
， 『中国民 刀教育問題亅， 教育科学 出版社 。

夏立憲　2002，『中国にお ける民営大学の発展 と政府 の政策』渓水社 。

葉斉煉　2000，「民 刀・教育的発展与改革」『2000年中国教育発展報告』北京師範大学

　 出版社 ， 83−107頁 。

鮑威　2  01，「需要構造か らみ た 中国 民営高等教 育
一

浙江 省 の事例か ら」『教育社会

　学研究』第 71集 ，67
−88頁 。

劉莉莉　2002
， 『中国民 乃高等教育発展的研究』吉林人民 出版社 。

教育部発展規剣司　 2003，『中国民 刀教育緑皮書』上 海教 育出版社 。

国家教育発展研究セ ン ター　2001， 『2001年中国教育緑皮書』教育科学出版社 。

教育部　1989， 『中国教育年鑑 1988』人 民教育 出版社

柯佑祥　2001，『民 亦高等教育盈 利問題 研究』厦門大学博士論文 （未公刊）。

Altbach
，
　P．　G．1999，

‘

℃omparative 　Perspectives　fn　Private　Higher　Education”

，　in

　 PRIVA 　TE 　PROMETH ／EUS ，　ed ．　by　Altbach
，
　P．G ，　GREENVV

’
OOD 　Press，　pp．1−

　 14．

Cumrnings，　W ．　K．1997，
“Private　Education　in　Eastern　Asia”

，
　The 　challenges 　Of

E ・・tern・A ・・

’
an ・Ed ・・ati ・n

，
・St・t・ U ・」versity ・f　N ・w 　Y ・・k　P・e・s

，
　e　PP．135

−152．

Geiger
，
　Roger ．1984

，
、Pガz丿4 佑 Sectors　in　Higher　Education ’ Strncture．　 Function

　and 　Change　in　Eight　Co翩 ≠万εs
，
　The 　University　of 　Michigan 　Press．

James，　Estelle．1986，
　The 　Nonprofit　E 班 8ゆ溶 6　in　Market　Economics，　Harvard

　 Academic　Publishers．

Levy，　Daniel，（ed ．）1986，　The　State　and 　ffigher　Education　in　Latin　Amen
’
can

，

　Chicago：University　of 　Chicago　Press，

62

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The  JapanSociety  ofEducational  Sociology

ABSTRACT

         Mechanism of Expansion and  Growth  Patterns of

                Private Higher Education in China

                                  BAO,  Wei

           (Graduate School, Tokyo  University)

7-3-1 Hongo, Bunkyou-ku, Tokyo, 113-O033 Japan
                Email: baoweihz@hotmail. com

                     is perhaps the fastest-growing segment  of  postsecon-Private higher education
dary education  worldwide  at  the turn of  the 21st century.  Even in recent  China,
                                                             higherwith  the expansion  and  differentiation of  higher education,  private
education  is growing  rapidly.  The  purpose of  this paper is to explore  the features
of  the regional  distribution of  the private sector  and  the mechanism  of  preduc-
tion of  the private sector  in China. The research  questions  are  as  follow.                                                              First,
what  is the mechanism  of  expansic)n  of  the private sector?  Second, what  are  the

different growth  patterns  of  the  private  sector  among  different regions?

    The  analytical  framework is designed to comprehensively  explore  the
mechanism  of  formation of  the private sector.  The  following four perspectives are
presented as  a conceptual  framework: (1) governmental  policy, (2) the conditions  of

economic  deve]opment, (3) existing  public educational  resources,  and  (4) excess  demand.

    The  major  findings are  summarized  as  follows:
    The  differences between the supply  mechanism  of  the public sector  and  the

growth  mechanisms  of  the private sector  involve economic  and  institutional factors.

    Through a multi-regression  analysis,  it is found that the mechanisms                                                                for
the private  sector  are  very  different from  that  of  the public  sector,  Concretely,
according  to the results  of  the regression  analysis,  there are  two  factors deter-
rnining  the formation of  private  higher education.  The  first is economic  factors
(e. g., per capita  GDP), and  the  second  the existing  resources  of  public higher
education,  such  as  the number  of  faculty members.  These findings suggest  that
the mechanisrn  of  private higher education  is characterized  as  market-initiated,

while  the mechanism  of  public higher education  is characterized  as  state-initiated.

    (2) It is found that the growth  patterns  of  private  higher education  vary

according  to region.

    In the economically  developed regions  (e. g., Zhejiang Province), the rapid

expansion  of  private higher education  is related  to the economic  success  of  the region.
The  increase in the demand  for well-educated  personnel and  the rise in the educational
purchasing power  of  indjviduals are  the reasons  leading to private sector  expansien

in such  regions.  This growth  pattern can  be identified as  
"market

 resource  dependent."

    In regions  where  public higher education  is relatively  well  developed <e. g., Hubei
Province), the rate  of  expansion  of  the private sector  is related  to the existing  resources

of  pubic higher  education.  In these regions,  the private sector  has a  close  relation  to
the public sector.  Faculty memhers  and  equipment  of  neighboring  public universities
are  used  by  the private higher education  institutions to the greatest possible extent.
This growth  pattern can  be identified as  

"public
 education  resource  dependent."

     There are  also  regions  where  public higher education  and  economic  condi-

tions are  both underdeveloped  (e. g., Shanxi Province). In the place  of                                                                the
market,  the local government  plays  an  important role  in the expansion  of  the

private  sector.  This growth  pattern  can  be identified as  
"policy-initiated."
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